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1.  平成23年3月期の連結業績（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年3月期 229,736 0.5 12,248 6.4 12,190 7.5 7,021 5.5
22年3月期 228,570 △1.8 11,510 12.9 11,338 11.4 6,654 8.7

（注）包括利益 23年3月期 7,082百万円 （5.5％） 22年3月期 6,711百万円 （―％）

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利益

率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

23年3月期 224.92 ― 7.1 2.0 5.3
22年3月期 213.17 ― 7.1 1.8 5.0

（参考） 持分法投資損益 23年3月期  ―百万円 22年3月期  ―百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年3月期 617,109 101,882 16.5 3,256.18
22年3月期 624,530 96,017 15.3 3,070.17

（参考） 自己資本   23年3月期  101,648百万円 22年3月期  95,842百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

23年3月期 22,243 △798 △19,878 2,056
22年3月期 28,865 △235 △46,028 489

2.  配当の状況 

 

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

22年3月期 ― 18.00 ― 20.00 38.00 1,186 17.8 1.3
23年3月期 ― 19.00 ― 20.00 39.00 1,217 17.3 1.2

24年3月期(予想) ― 19.50 ― 19.50 39.00 16.0

3.  平成24年3月期の連結業績予想（平成23年4月1日～平成24年3月31日） 
（％表示は、通期は対前期、第2四半期(累計)は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 113,100 △1.7 6,950 △10.9 6,850 △11.6 3,850 △13.3 123.33
通期 225,100 △2.0 13,500 10.2 13,300 9.1 7,600 8.2 243.46



4.  その他 

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無  

(2) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

（注）詳細は22ページ「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」をご覧ください。 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

新規 ―社 （社名） 、 除外 ―社 （社名）

① 会計基準等の改正に伴う変更  ： 有

② ①以外の変更  ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年3月期 31,243,223 株 22年3月期 31,243,223 株

② 期末自己株式数 23年3月期 25,964 株 22年3月期 25,874 株

③ 期中平均株式数 23年3月期 31,217,302 株 22年3月期 31,217,428 株

（参考）個別業績の概要 

1.  平成23年3月期の個別業績（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年3月期 224,173 0.5 11,847 5.9 11,879 7.8 6,954 6.9
22年3月期 223,023 △1.7 11,186 12.3 11,016 9.6 6,504 6.3

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

23年3月期 222.77 ―

22年3月期 208.35 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年3月期 615,679 101,200 16.4 3,241.81
22年3月期 623,457 95,460 15.3 3,057.94

（参考） 自己資本 23年3月期  101,200百万円 22年3月期  95,460百万円

※ 監査手続の実施状況に関する表示 
この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外であり、この決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく財務諸表の監査手続きは
終了しておりません。 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
本資料に記載されている業績予想は、現時点で入手可能な情報に基づき作成したものであります。実際の業績は、今後様々な要因により、これらの業績予想と
は異なる場合があることをご承知おき下さい。なお、予想数値に関する事項は、3ページをご参照下さい。 
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(1）経営成績に関する分析 

a)当連結会計年度の概況  

 注）※ 資産除去債務会計基準適用に伴う影響額 

   

  当連結会計年度は、アジアを中心とする好調な外需に支えられ、国内経済は緩やかな回復が見られましたが、円

高の進行や資源価格の高騰に加え、3月11日に発生した東日本大震災により、わが国経済の先行きは不透明となり

ました。 

  このような経済環境の中で、当社グループは、有力ベンダーとの取引拡大を進めました。また、優良ユーザーへ

の接点営業を強化しました。このほか、リース終了後の二次収益拡大や金融サービスの進展にも注力しました。一

方で、業務処理システムの改善を進めるとともに、金融市場の状況に応じた機動的な資金調達に努めました。   

  これらの結果、売上高は2,297億円（前期比0.5%増）となりました。政府の経済対策等により貸倒れは減少傾向

にあったものの、東日本大震災により被災地域の企業やリース物件に被害が予想されることから貸倒引当金を30億

円繰入れたことにより、貸倒費用は前期比３億円増加し56億円となりました。しかしながら、資金調達費用の低減

や再リースの増加等により営業利益は前期比７億円増加の122億円（前期比6.4%増）となりました。当期純利益

は、70億円（前期比5.5%増）となりました。 

  

b)セグメント別の概況  

①セグメント別損益  

  

１．経営成績

   
前連結会計年度

 （自 平成21年4月 1日 
  至 平成22年3月31日）

当連結会計年度
 （自 平成22年4月 1日 
  至 平成23年3月31日） 

増 減

金額 伸率(%)

 売上高（百万円）  228,570  229,736  1,165  0.5

 営業利益（百万円）  11,510  12,248  737  6.4

 経常利益（百万円）  11,338  12,190  851  7.5

 特別損失（百万円）（※）  －  59  59  －

 当期純利益（百万円）  6,654  7,021  366  5.5

 １株当たり当期純利益 円 213.17 円 224.92 円 11.75  5.5

（取扱高）         

 リース・割賦事業（百万円）  226,761  232,254  5,493  2.4

 金融サービス事業（百万円）  15,367  15,393  26  0.2

 取扱高合計（百万円）  242,128  247,648  5,519  2.3

  売上高（百万円） 営業費用（百万円） セグメント利益（百万円）

  前期 当期 増減 前期 当期 増減 前期 当期 増減

リース・割賦  223,682  224,451  769  213,120  213,489  368  10,561  10,962  400

金融サービス  4,065  4,339  273  2,373  2,407  33  1,691  1,932  240

報告セグメント計  227,747  228,791  1,043  215,494  215,896  402  12,252  12,894  641



②セグメント別営業取扱高・営業資産残高  

  
【リース・割賦】 

  リース・割賦事業は、緩やかな景気回復と設備投資の入替需要を捕え、取扱高は2,322億円（前期比2.4%増）と

なりましたが、リーマンショック以前には戻らず、営業資産残高は66億円減少の4,678億円(前期末比1.4%減)とな

りました。売上高は、割賦売上や中途解約売上が増え、2,244億円(前期比0.3%増)となりました。東日本大震災に

関する貸倒引当金の計上により貸倒費用は増加したものの、リース終了後の二次収益の増加や資金調達費用の低下

等によりセグメント利益は109億円(前期比3.8%増)となりました。 

  

【金融サービス】 

  金融サービス事業は住宅ローン等の取扱高が堅調に推移したことで、営業資産残高が744億円(前期末比8.3%増)

となりました。売掛金集金代行サービスや請求書発行代行サービス等の手数料収入が伸びたことでセグメント利益

は19億円(前期比14.3%増)となり、セグメント利益での構成比は15.0%となりました。 

  

c)次期の連結業績予想 

  
 平成24年３月期の経営環境は、非常に厳しいものになると予想されます。東日本大震災の発生及び電力供給制約

リスク等により日本経済は下押し圧力を受け、企業の設備投資も抑制傾向が続くと予想されます。 

 このような厳しい環境の中、当社グループは、新しい中期経営計画のもと、取引ベンダーへの価値提供強化、優

良顧客への接点営業強化、金融サービス事業の拡大により、収益ある成長を着実に進めてまいります。また、年度

後半には復旧・復興需要も相応にあると推測されます。事業を通じて被災地経済の復興と回復に貢献してまいりま

す。 

 平成24年３月期の連結業績予想につきましては、売上高2,251億円（当期比2.0％減）、営業利益135億円（当期

比10.2%増）、当期純利益76億円（当期比8.2%増）となる見通しです。 

  

  営業取扱高（百万円） 営業資産残高（百万円）

  前期 当期 増減 前期末 当期末 増減

ファイナンス・リース  205,519  202,185  △3,333  430,187  418,089  △12,098

オペレーティング・リース  6,567  8,181  1,614  8,341  8,485  144

リース事業計  212,087  210,367  △1,719  438,529  426,574  △11,954

割賦事業  14,673  21,886  7,212  35,958  41,262  5,304

リース・割賦事業計  226,761  232,254  5,493  474,487  467,837  △6,650

金融サービス事業  15,367  15,393  26  68,768  74,439  5,671

報告セグメント計  242,128  247,648  5,519  543,255  542,277  △978

その他  －  －  －  5,668  3,227  △2,440

合 計  242,128  247,648  5,519  548,923  545,504  △3,419

  
当連結会計年度

 （自 平成22年4月 1日  
  至 平成23年3月31日）

平成24年3月期予想
 （自 平成23年4月 1日 
   至 平成24年3月31日）

増 減 

金額  伸率(%)

 売上高（百万円）  229,736  225,100  △4,636  △2.0

 営業利益（百万円）  12,248  13,500  1,251  10.2

 経常利益（百万円）  12,190  13,300  1,109  9.1

 当期純利益（百万円）  7,021  7,600  578  8.2

 １株当たり当期純利益 円 224.92 円 243.46 円 18.54  8.2

 上記の業績予想は、現時点で入手可能な情報に基づき作成したものです。実際の業績は、今後様々な要因により、これらの業績予想

とは異なる場合があることをご承知おきください。 



(2）財政状態に関する分析 

a)資産の状況 

*営業資産には報告セグメントの営業資産に加え、その他事業の営業資産を含めて記載しております。  
   
【総資産】 

 当連結会計年度末の総資産は、営業資産残高の減少と東日本大震災に関する貸倒引当金の増加により、前期末比

74億円減少し6,171億円(前期末比1.2%減)となりました。 

   

【純資産】  

 純資産は、当期純利益による70億円の増加と、剰余金の配当12億円による減少で、前期末比58億円増加し、

1,018億円となりました。自己資本比率は前期末の15.3%から1.2ポイント上昇し、16.5％となりました。 

  

b)キャッシュ・フローの状況  

  

 当期末における現金および現金同等物の残高は、前期末に比べ15億円増加し、20億円となりました。 

 当期における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次の通りであります。 

  

【営業活動によるキャッシュ・フロー】 

 営業活動によるキャッシュ・フローは、前期比66億円収入が減少し、当期は222億円の収入となりました。収入

の減少ではリース債権及びリース投資資産の増減額で70億円の減少、割賦債権の増減額で33億円の減少、賃貸資産

の取得による支出で13億円の減少、収入の増加では貸倒引当金の増減額で41億円の増加、営業貸付金の増減額で50

億円の増加となったことなどが主な要因であります。 

  

【投資活動によるキャッシュ・フロー】 

 投資活動によるキャッシュ・フローは、前期比５億円支出が増加し、当期は７億円の支出となりました。これ

は、情報セキュリティの維持・強化のための投資が主な要因であります。 

  

【財務活動によるキャッシュ・フロー】 

 財務活動によるキャッシュ・フローは、前期比261億円支出が減少し、当期は198億円の支出となりました。当期

は短期・長期をあわせた借入金による純収入が４億円、社債発行による収入199億円、社債償還による支出100億

円、コマーシャル・ペーパーの償還による支出290億円、配当金の支払12億円を要因として、198億円の支出となり

ました。  

   
前連結会計年度

  （自 平成21年4月 1日 
   至 平成22年3月31日） 

当連結会計年度
  （自 平成22年4月 1日 
   至 平成23年3月31日） 

増 減 

金額 伸率(%)

 総資産（百万円）  624,530  617,109  △7,421  △1.2

  営業資産（百万円）  548,923  545,504  △3,419  △0.6

 その他（百万円）  75,606  71,604  △4,001  △5.3

 純資産（百万円）  96,017  101,882  5,864  6.1

 自己資本比率（％）  15.3  16.5 ポイント 1.2

   
前連結会計年度

（自 平成21年4月 1日 
 至 平成22年3月31日）  

当連結会計年度 
（自 平成22年4月 1日 
 至 平成23年3月31日）  

増 減

 営業活動によるキャッシュ・フロー  28,865  22,243  △6,622

 投資活動によるキャッシュ・フロー  △235  △798  △562

 財務活動によるキャッシュ・フロー  △46,028  △19,878  26,149

 現金及び現金同等物期末残高  489  2,056  1,566



（参考）キャッシュ・フロー関連指標の推移 

（注）各指標の算出方法は次のとおりであり、いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。 

・自己資本比率：自己資本／総資産 

・時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

 株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しております。 

・インタレスト・カバレッジ・レシオ：（営業利益＋資金原価＋営業外受取利息＋営業外受取配当金）／

（資金原価＋営業外支払利息） 

  

(3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

 当社グループは、長期的に安定した株主還元を基本方針とし、中長期的に配当性向20％を目指しています。リー

ス会社においては、リース物件等の購入資金の多くを金融市場及び金融機関から調達するため、安定した資金調達

が重要な経営課題です。そのため、財務体質の強化とそれを通じた格付の維持・向上が不可欠となっています。現

在のようなめまぐるしく変わる環境においても、安定した資金調達を継続させるよう努力してまいります。 

 当期の配当については、前期に比べ１円増配の39円（内期末配当金として20円）を予定しています。この結果、

連結配当性向は17.3％となります。また次期の配当については、当期と同額の１株あたり39円（内中間配当金とし

て19.50円、期末配当金として19.50円）の見通しです。 

  

(4）事業等のリスク 

 投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性がある事項については、以下のようなものがあります。尚、本項にお

ける将来情報に関する事項は、平成23年４月26日現在において当社グループが判断したものであり、以下の記載は

当社株式への投資に関連する全てのリスクを網羅するものではありませんので、ご留意下さい。 

 当社グループでは、以下の想定される経営上のリスクに関して、リスク要因の分析・把握、それに基づく未然防

止策の実施、発生時対応策・事業継続計画の策定など変化の激しい経営環境に応じた機動的な対応を行っていま

す。 

  

a)リコーグループとの取引状況について 

 当社グループは、販売会社・販売店を効率よく支援し、一体となった営業活動を行う「販売支援リース」を主軸

にしております。リコーグループとの取引拡大と共に、リコーグループで培ってきたこの「販売支援リース」のノ

ウハウをリコーグループ以外の分野にも応用し、独自の営業活動を展開しています。現在、リース・割賦事業に占

めるリコーグループとの取扱高の比率は約５割程度となっています。 

リコーグループの国内販売実績や市場シェアの急激な変動によっては、当社グループの業績に影響を与える可

能性があります。そのため、リコーグループ以外の分野のリース・割賦取引の拡大や金融サービス事業へ注力し

ております。 

  

  
平成19年
３月期 

平成20年
３月期 

平成21年
３月期 

平成22年 
３月期 

平成23年 
３月期 

自己資本比率（％）  11.9  12.6  13.7  15.3  16.5

時価ベースの自己資本比率

（％） 
 14.6  9.6  7.7  10.9  10.3

インタレスト・カバレッ

ジ・レシオ（倍） 
 6.1  4.0  3.2  3.9  4.9



b)金利変動リスクについて 

 当社グループでは、リース物件や割賦物件の購入や融資などのために、金融市場や金融機関から資金調達を行っ

ています。リース会社は構造上総資産に占める有利子負債の比率が高い水準にあり、市場金利の変動は当社グルー

プの業績に影響を与える可能性があります。そのため、当社グループの信用力が低下し、格付が引き下げられた場

合又は引き下げの検討を行うことが公表された場合、あるいは金融市場の混乱や市場環境が悪化した場合には、必

要な資金の確保が困難となる、又は資金調達金利が著しく上昇することにより、当社グループの業績に影響を与え

る可能性があります。 

 尚、平成23年２月７日付にて、株式会社格付投資情報センターの長期格付はＡＡ－よりＡ＋、短期格付は   

ａ－１＋よりａ－１に変更となりました。その他の格付機関（スタンダード＆プアーズ、株式会社日本格付研究

所）については変更ありません。現時点では当社グループの業績に影響を与える可能性は低いと考えております。

  

 ※上記は2011年３月31日現在の格付です。 

  

 これらに対し、当社グループでは、金利変動リスクを適正に管理するため、「ＡＬＭ委員会」を設置し、定期的

に金融市場の動向や資産・負債の状況について分析・検討を実施しています。ＡＬＭ委員会で検討された財務戦略

は機動的に執行され、最適な調達・運用を実現しています。また、企業体質の更なる強化を図り、格付の維持・向

上に取り組んでいます。  

※ＡＬＭ（Asset Liability Management）：資産負債の総合管理。資産と負債の最適な組み合わせを同時に決定 

                     し総合的に管理する手法のこと。     

  

c)デリバティブについて 

 当社グループでは、資金調達における金利変動リスクをヘッジする目的でデリバティブ取引を利用しています

が、投機目的のデリバティブ取引は行っておりません。 

 しかしながら、デリバティブ取引を行っている取引相手が取引の不履行を起こした場合には、当社グループの業

績に影響を与える可能性があります。 

  

d)貸倒れリスク（信用リスク）について 

 当社グループの主力事業であるリース・割賦事業では、平均契約期間が約５年であり、契約期間中にお客様の倒

産・破産などが発生し、リース料等の回収が困難となる場合があります。 

 当社グループでは、４０万社以上の中堅・中小企業のお客様に対する取引履歴を、設立以来３０年以上にわたっ

て蓄積し、独自の審査システムを構築することで、信用リスクを定量的に把握・管理しています。また、少額の取

引を得意とし、１契約当たりの平均単価を約１７０万円と業界平均の半分程度に抑えることにより、信用リスクの

小口分散化を図っています。一方、リース料等の不払いが生じた場合には、販売会社・販売店と協力しリース物件

等の売却や他の取引先への二次リース等の手段を講じて貸倒損失額の低減を図っています。 

 しかしながら、経済環境の変化や地震・津波等の天災によって、お客様の経営状況の悪化やリース物件等の破

損・喪失で貸倒損失が発生し、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。  

＊東日本大震災による取引先の業況悪化等が予想されることから、貸倒引当金を計上しました。しかしながら、

様々な面において未だ被害の全容が見えない状態であり、被害状況によって追加与信費用が発生する可能性があり

ます。  

  

e)コンプライアンスリスクについて 

 当社グループでは、リース・割賦事業や金融サービス事業などの事業を展開するうえで、金融商品取引法、割賦

販売法、貸金業法など各種の法令の適用及び規制を受けており、これらの法令等を遵守しております。  

 これらの法令等だけでなく、社会規範が破られた場合、罰則の適用や社会的信用の喪失などにより、当社グルー

プの業績に影響を与える可能性があります。 

  

格付会社名 長期格付 短期格付 

 スタンダード＆プアーズ Ａ＋ Ａ－１ 

 株式会社格付投資情報センター Ａ＋ ａ－１ 

 株式会社日本格付研究所 ＡＡ－ Ｊ－１＋ 



f)制度変更リスクについて 

 当社グループでは、現在の法律、税務及び会計制度等を基準として事業を展開しております。これらの制度が大

幅に変更された場合、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。  

  

g)お客様情報の漏洩リスクについて 

 当社グループでは、リースやローンなどの案件審査を通じて、お客様の個人情報を含めた重要な情報を取扱って

おり、情報を適切に管理することは社会的責務であると考えています。お取引先数も４０万社と多いため、業界で

いち早くプライバシーマーク制度（注１）の認定及び情報セキュリティマネジメントシステム（ＩＳＭＳ）（注

２）の国際規格であるＩＳＯ２７００１の認証を取得し、情報管理の強化を図っています。毎年、これらの内部監

査を実施しており、更に外部審査機関による継続審査を通じて維持・改善を図っています。  

 しかしながら、万が一個人情報等の重要な情報漏洩が発生した場合には、社会的信頼の喪失などにより、当社グ

ループの業績に影響を与える可能性があります。 

注１．プライバシーマーク制度 

 (財)日本情報処理協会（ＪＩＰＤＥＣ）が行っている「個人情報保護に関する事業者認定制度」のことで

す。認定に当たっては、ＪＩＳ Ｑ １５００１に基づいた審査を行い、該当する事業者の事業活動に対して

「プライバシーマーク」の使用を認めております。 

  ２．情報セキュリティマネジメントシステム（ＩＳＭＳ） 

    企業や組織が自身の情報セキュリティを確保・維持するために、ルール（セキュリティポリシー）に基づい

   たセキュリティレベルの設定や、リスクアセスメントの実施などを継続的に運用する枠組みのことを情報セキ

   ュリティマネジメントシステム（ＩＳＭＳ）といい、組織全体にわたってセキュリティ管理体制を構築・監査

   しリスクマネジメントを実施することが求められます。 

  

h)社会インフラ毀損リスクについて 

 当社グループではメーカー、販売会社、物流会社とのサプライチェーンによって、お客様にリース物件等を提供

しています。また、リース終了後の物件返却や売却・処分では、物流会社や中古物件販売会社、廃棄業者との取引

があります。これらのパートナー企業の稼動を妨げるような停電や交通網遮断等の社会インフラ毀損が起こった場

合、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。 

  

i)その他のリスクについて 

 その他に、市場環境の変化や技術革新等により、リース物件の当初見積残存価額よりも実際の処分価額が下回る

「残価リスク」、情報システムのダウンや誤作動などの「システムリスク」や従業員による不適切な事務処理に係

る「事務リスク」などがあります。  

  



 最近の有価証券報告書（平成22年６月22日提出）における「事業系統図（事業の内容）」及び「関係会社の状況」か

ら重要な変更がないため開示を省略しております。   

  

(1）会社の経営の基本方針 

a)基本方針 

  当社グループは、『信頼を未来へ』というコーポレートスローガンのもと、環境の変化をチャンスと捉え、独自

の強みをもったサービスで、主要な５つのステークホルダーに「お役立ち」することを通じて、豊かで活力ある社

会の実現に貢献することを経営の基本方針としております。 

５つのステークホルダー：お客様、株主、社員、お取引先（ベンダー）、社会 

なお、企業理念の内容は次のとおりであります。 

≪企業理念≫ 

 ＜私たちの使命＞ 

  ・私たちは常にチャレンジします。 

  ・変化に向かって迅速に独自性のあるサービスを提供し活力ある社会の実現に貢献します。 

 ＜基本姿勢＞ 

  ・お客様やお取引先の期待を超えるサービスを提供し続けます。 

  ・社員一人ひとりを尊重し、豊かさの充実に努め、いきいきと働ける環境をつくります。 

  ・社会環境と調和した企業活動により、地域・社会に貢献します。 

  ・健全な経営と企業価値の増大を通じて、株主の期待に応えます。 

  

b)リース・割賦事業 

 当社グループでは、お客様の設備投資に関連するリース・レンタル・割賦・クレジット等の商品・サービスを

「リース・割賦事業」と定義しています。事務用・情報関連機器分野、医療機器分野など重点分野を定めて、分野

ごとの営業戦略を展開しています。重点化することで、物件特性や業界動向に精通し、お客様のニーズに合ったサ

ービスの提供が可能となります。これにより、効率的な営業と収益基盤の拡充を図ると同時に、物件価値の見極め

や業界特有の事業性見通しによる信用リスク回避等につなげています。 

 また、もう1つの大きな特徴は、平均契約単価が１７０万円と極めて「少額」であることです。重点化戦略に基

づく物件の選別により、物件価格を少額に絞り込んでいます。販売会社・販売店に高付加価値のサービスを提供す

る「販売支援リース」と効率化された「業務処理の仕組み」が当社グループ最大の強みとなっています。その結

果、当社グループの主要なお客様である中堅・中小企業の信用リスクを小口分散化させ、優良な営業資産を形成し

ています。このリスク分散が図られた高い収益性が評価され、高格付を維持し、安価で安定した資金調達を実現し

ています。 

 当社グループでは、「販売支援リース」「重点化戦略」「小口分散による優良な資産」「高格付」を重要な鍵と

して経営資源を有効に活用し、収益力の強化に努めております。 

  

c)金融サービス事業 

 当社グループでは、職域ローンや住宅ローンなどの個人向け融資、ドクターサポートローン（開業支援融資）に

代表される業界特化型融資やビジネスローンなどの法人向けの融資（リコーグループ向けを除く）、売掛金集金代

行サービスや請求書発行代行サービス、カード事業、資産管理サービスなどの手数料ビジネスなどを「金融サービ

ス事業」と位置付けています。当社グループの主要なお客様である中堅・中小企業に対して、設備投資以外にも金

融関連のニーズを捉え、お役立ちできる先進的で付加価値の高い金融商品・サービスの開発・提供に注力してまい

ります。 

  

d)継続的なプロセスＫＡＩＺＥＮ活動 

 当社グループは、大量の契約を効率的に行う業務処理の仕組みを有しています。少額契約を特徴とする当社グル

ープにとって、この業務処理の仕組みは重要な競争力の源泉であり、その維持・向上は経営の重要課題の一つとな

っています。そのため、メーカー的な発想を取り入れ、業務処理時間の工程別管理やプロセスＫＡＩＺＥＮ活動の

実施により、安定した品質確保と効率向上を図っています。また、新たに開発される技術を積極的に取り入れるこ

とで更に磨きをかけ、先進的で卓越した業務システムを実現してまいります。 

  

e)環境経営への取組み 

 当社グループでは、持続可能な社会づくりに向けた社会的課題を、自社の目標や行動計画に積極的に取り入れる

ことが、長期的に企業価値向上につながると考えています。また、企業が長期にわたって継続的に環境保全に取り

組むには、環境負荷の削減を通じて経済価値を創出する必要があります。そのために、環境教育や意識啓発を通じ

た企業風土づくりを積極的に進め、環境負荷低減の取組みをお客様への商品提供はもとより、社員がオフィスでの

活動やオフィス外での活動に参加できるよう努めてまいります。 

 リース・レンタルそのものが有限な地球資源を循環させる機能を有していることに加え、リコーグループ独自の

２．企業集団の状況

３．経営方針



再生ルート（コメットサークル）を利用した省資源・再使用・再利用（３Ｒ＝リデュース、リユース、リサイク

ル）でリースをご利用いただくお客様と共に「循環型社会」の実現を着実に推し進めています。今後とも当社グル

ープは、ステークホルダーの皆様と力をあわせて持続可能な社会の実現に寄与し、地球環境と共に成長し続ける企

業を目指してまいります。 

  

f)積極的なＩＲ活動 

 当社グループでは、フェアディスクロージャーによる経営の透明性向上及び公正な情報開示に努めると共に、投

資家の皆様に対して可能な限りタイムリーかつスピーディーな情報開示に努めております。 

 また、株主・投資家の皆様とのコミュニケーションを推進するため、定期的に株主アンケートを10年間継続実施

し、ホームページ上での当社グループの事業内容を容易にご理解いただけるようなページ作成をしています。中で

もホームページ内のＩＲ専用のサイトでは、平成22年12月には大和インベスター・リレーションズの2010年インタ

ーネット・ＩＲ・優良企業賞を受賞しました。その他にも、直接のコミュニケーション機会の場として、株主総会

後に株主懇談会の実施、個人投資家向け会社説明会を各地で開催しております。 

 これまでの地道なＩＲ活動を評価していただいた結果として、当社は第５回（平成12年１月）、第12回（平成19

年１月）とディスクロージャー表彰（東京証券取引所）を２度受賞し、平成15年１月には第１回個人株主拡大表彰

（東京証券取引所）を受賞いたしました。今後も継続して、より適正で公平な情報開示に努め、経営の透明性と健

全性を確保し、皆様から信頼される企業を目指してまいります。 

  

(2）目標とする経営指標 

 当社グループは、平成23年４月から平成26年３月までの中期経営計画として「中長期の経営指標目標」と「最終

年度の業績目標」を策定しました。 

 当社グループでは投下資本（ストック）全体の運用効率・収益性を測る指標としてＲＯＡを重視しています。ま

た、株主資本の効率的活用による株主利益重視の観点からＲＯＥの維持向上に努めています。 

  

  

   

(3）中長期的な会社の経営戦略及び会社の対処すべき課題 

 当社グループは、急激に変化する事業環境の中で、企業としての持続的な成長基盤を確立するために、平成23年

度から平成25年度にわたる３ヶ年の中期経営計画を策定しました。 

ａ)環境認識 

 今後の３年間の経営環境は、引き続き厳しいと考えております。 

 ①国内リース取扱高の減少 

 国内経済は、アジアを中心とする新興国経済の堅調を背景に、徐々に安定した成長軌道に復するものの、ＧＤ

Ｐ規模がリーマンショック前の平成19年度の水準に戻るには、時間が掛かると予想されます。こうした中で、企

業の設備投資の回復も緩やかなものになると思われます。また、リース事業協会のリース取扱高は、平成18年度

から減少しており、リース業界全体としても長期に渡って低迷が続いています。 

 ②企業倒産の増加リスク 

 平成22年度の企業倒産は大きく減少しました。これは、政府の金融支援策である「中小企業金融円滑化法」や

「景気対策緊急保証制度」などが奏功していると思われますが、今後支援策が打ち切られた場合、企業倒産が増

加に転じる可能性があります。 

 ③国際会計基準（ＩＦＲＳ）導入の動き 

 平成20年度からの新リース会計基準に続き、ＩＦＲＳ導入に伴い再度リース会計基準が変更される予定です。

基準化される前ではありますが、オペレーティング・リースのオンバランス化などリース事業への影響があるも

のと予想されます。また、システム投資などの費用発生も見込まれます。 

目標経営指標 平成23年３月期実績 中長期目標

 売上高営業利益率 5.3％ ％ 6.1

 自己資本当期純利益率（ＲＯＥ） ％ 7.1 ％以上 6.8

 総資産当期純利益率（ＲＯＡ） ％ 1.13 ％ 1.26

業績目標 平成23年３月期実績 平成26年３月期目標 

 売上高 億円 2,297 億円 2,300

 営業利益 億円 122 億円 140

 当期純利益 億円 70 億円 80



 ④ＣＳＲ対応の要請厳格化 

 平成22年11月にISO26000が発行されるなど、企業の社会的責任経営がより一層強く求められてきています。法

令遵守はもちろん、より高い責任感をもって企業活動にあたることが従来にも増して重要となっています。 

 ⑤東日本大震災による業績影響 

 東日本大震災の被害の全容は、様々な面で未だ見えない状態ですが、経済的な影響は甚大なものになると予想

されます。当社グループにおいては、生産への影響（納品遅延、生産停止等）に伴うリース取扱高の減少や、取

引先の業況悪化等による貸倒費用の増加などが想定されます。一方で潜在的な復旧・復興需要も大きいと推測さ

れます。 

  

ｂ)目指す姿 

 利益ある成長を続けるフィナンシャルサービス事業会社（※） 

 急速に変化する環境の中、お客様のニーズは多様化・複合化してきています。そのため、当社グループでは、金

融商品・サービスによりお客様のニーズにお応えできるように、付加価値の高い商品・サービス開発を推進してき

ました。付加価値の高い商品・サービス全体をより多くのお客様に提供することで、厳しい中においても、「利益

ある成長を続けるフィナンシャルサービス事業会社」を目指してまいります。 

 ①お客様に信頼され、選ばれ続けている 

 ②社員が希望を持ち、いきいきと仕事に取組んでいる 

 ③企業の社会的責任を果たし、環境経営で業界をリードしている 

 ④卓越した業績で株主の期待に応える 
  
※フィナンシャルサービス事業 

「フィナンシャルサービス事業」は「リース・割賦事業」「金融サービス事業」より広義であり、当社グループ

の提供する全ての商品・サービスの総称です。 

  

ｃ)中期経営計画の基本戦略 

 中期経営計画の「目指す姿」を実現するために５つの基本戦略を設定しています。 

 ①事業基盤の拡大による優良資産残高の増大 

 取引ベンダーへの価値提供、優良顧客への接点営業、金融サービス事業を更に強化し、営業資産残高を増加へ

と反転させることにより、収益拡大を図ります。 

 ②復興需要への積極的な対応と新しい成長領域の創出 

 震災の復旧・復興需要や抑えてきた設備投資の入れ替え需要の着実な取り込み、関連会社であるテクノレント

を主軸としたレンタルビジネスの拡大、そして新規分野の開拓を推し進め、収益拡大を図ります。 

 ③高効率・高収益体質の更なる強化 

 一方で、業務プロセスの改革による効率・品質の向上、リース終了後の二次収益の獲得強化、安定的で低コス

トの資金調達の実行、厳格な審査と債権管理・回収の強化による貸倒損失の低減により更なる高収益体質化を目

指します。 

 ④ＣＳＲ経営の推進 

 企業市民として社会性に配慮した企業活動を行うことで社会的責任を果たし、同時に企業の経済価値を創出

し、社会から愛され、存続を望まれる企業となることを目指し、これからも更に「ＣＳＲファースト」を推進し

ます。 

 ⑤人材育成と組織能力の向上 

 自ら学び成長する社員の育成こそが、事業基盤の拡充や高効率・高収益体質の強化への取り組みを支え、当社

の持続的成長を実現する力の源泉であると考えています。今後も「人財」となる社員の育成とそれによる組織能

力の向上に力を入れていきます。 

  

(4）その他、会社の経営上重要な事項 

  該当事項はありません。 

  



４．連結財務諸表 
（１）連結貸借対照表 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 489 2,056

受取手形及び売掛金 31 25

割賦債権 ※2  39,845 ※2  45,037

未収賃貸債権 36,727 35,682

リース債権及びリース投資資産 ※2, ※3, ※5  430,187 ※2, ※3, ※5  418,089

営業貸付金 74,436 77,667

その他の営業貸付債権 15,128 17,362

その他の営業資産 ※6  5,675 ※6  4,890

賃貸料等未収入金 10,533 8,753

繰延税金資産 2,353 4,247

その他 4,526 4,791

貸倒引当金 △9,194 △15,051

流動資産合計 610,743 603,553

固定資産   

有形固定資産   

賃貸資産   

賃貸資産 ※1  8,337 ※1  8,400

賃貸資産合計 8,337 8,400

社用資産   

社用資産 ※1  661 ※1  712

社用資産合計 661 712

有形固定資産合計 8,998 9,112

無形固定資産   

賃貸資産 4 84

その他の無形固定資産 1,845 1,814

無形固定資産合計 1,849 1,899

投資その他の資産   

投資有価証券 748 753

繰延税金資産 705 624

その他 1,485 1,164

投資その他の資産合計 2,939 2,543

固定資産合計 13,787 13,555

資産合計 624,530 617,109



（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 17,211 17,456

短期借入金 124,949 146,627

1年内返済予定の長期借入金 ※3  104,200 ※3  107,711

1年内償還予定の社債 9,999 －

コマーシャル・ペーパー 29,000 －

支払引受債務 25,280 27,392

リース債務 310 264

未払法人税等 2,257 4,763

賞与引当金 635 658

役員賞与引当金 15 15

賃貸料等前受金 3,562 3,593

割賦未実現利益 3,887 3,775

その他 6,901 7,204

流動負債合計 328,212 319,462

固定負債   

社債 55,000 75,000

長期借入金 ※3  142,001 ※3  117,216

リース債務 899 741

退職給付引当金 507 548

受取保証金 1,869 2,246

その他 21 12

固定負債合計 200,299 195,764

負債合計 528,512 515,227

純資産の部   

株主資本   

資本金 7,896 7,896

資本剰余金 10,160 10,160

利益剰余金 77,696 83,499

自己株式 △45 △46

株主資本合計 95,707 101,510

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 135 137

その他の包括利益累計額合計 135 137

少数株主持分 175 233

純資産合計 96,017 101,882

負債純資産合計 624,530 617,109



（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書 
（連結損益計算書） 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

売上高 228,570 229,736

売上原価 200,562 199,791

売上総利益 28,008 29,945

販売費及び一般管理費   

支払手数料 2,034 2,424

従業員給料及び手当 3,578 3,649

賞与引当金繰入額 635 658

貸倒引当金繰入額 5,295 5,659

その他 4,954 5,303

販売費及び一般管理費合計 16,498 17,696

営業利益 11,510 12,248

営業外収益   

受取利息 0 0

受取配当金 18 17

投資有価証券売却益 7 －

その他 13 32

営業外収益合計 38 50

営業外費用   

支払利息 35 25

社債発行費 157 64

その他 18 20

営業外費用合計 210 109

経常利益 11,338 12,190

特別損失   

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 59

特別損失合計 － 59

税金等調整前当期純利益 11,338 12,130

法人税、住民税及び事業税 4,612 6,865

法人税等調整額 34 △1,814

法人税等合計 4,647 5,050

少数株主損益調整前当期純利益 － 7,079

少数株主利益 37 58

当期純利益 6,654 7,021



（連結包括利益計算書） 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

少数株主損益調整前当期純利益 － 7,079

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 － 2

その他の包括利益合計 － ※2  2

包括利益 － ※1  7,082

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 － 7,024

少数株主に係る包括利益 － 57



（３）連結株主資本等変動計算書 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 7,896 7,896

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 7,896 7,896

資本剰余金   

前期末残高 10,160 10,160

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 10,160 10,160

利益剰余金   

前期末残高 72,180 77,696

当期変動額   

剰余金の配当 △1,139 △1,217

当期純利益 6,654 7,021

当期変動額合計 5,515 5,803

当期末残高 77,696 83,499

自己株式   

前期末残高 △45 △45

当期変動額   

自己株式の取得 △0 △0

当期変動額合計 △0 △0

当期末残高 △45 △46

株主資本合計   

前期末残高 90,192 95,707

当期変動額   

剰余金の配当 △1,139 △1,217

当期純利益 6,654 7,021

自己株式の取得 △0 △0

当期変動額合計 5,514 5,803

当期末残高 95,707 101,510

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 115 135

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 19 2

当期変動額合計 19 2

当期末残高 135 137



（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

少数株主持分   

前期末残高 137 175

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 37 57

当期変動額合計 37 57

当期末残高 175 233

純資産合計   

前期末残高 90,446 96,017

当期変動額   

剰余金の配当 △1,139 △1,217

当期純利益 6,654 7,021

自己株式の取得 △0 △0

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 57 60

当期変動額合計 5,571 5,864

当期末残高 96,017 101,882



（４）連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 11,338 12,130

賃貸資産減価償却費 5,571 5,209

社用資産減価償却費及び除却損 903 888

貸倒引当金の増減額（△は減少） 1,679 5,857

賞与引当金の増減額（△は減少） △43 23

退職給付引当金の増減額（△は減少） 30 41

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △11 －

受取利息及び受取配当金 △28 △19

有価証券及び投資有価証券売却損益（△は益） △7 －

資金原価及び支払利息 3,955 3,181

社債発行費 157 64

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 59

割賦債権の増減額（△は増加） △1,991 △5,304

リース債権及びリース投資資産の増減額（△は増
加）

19,118 12,098

営業貸付金の増減額（△は増加） △8,270 △3,231

賃貸料等未収入金の増減額（△は増加） 2,521 1,779

賃貸資産の取得による支出 △3,886 △5,218

仕入債務の増減額（△は減少） 871 244

その他 5,410 2,040

小計 37,320 29,843

利息及び配当金の受取額 28 19

利息の支払額 △3,843 △3,238

法人税等の支払額 △4,639 △4,381

営業活動によるキャッシュ・フロー 28,865 22,243

投資活動によるキャッシュ・フロー   

社用資産の取得による支出 △290 △816

投資有価証券の売却による収入 55 －

その他 △1 17

投資活動によるキャッシュ・フロー △235 △798

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 28,652 21,677

コマーシャル・ペーパーの純増減額（△は減少） △81,000 △29,000

長期借入れによる収入 39,830 82,941

長期借入金の返済による支出 △67,214 △104,216

社債の発行による収入 54,842 19,936

社債の償還による支出 △20,000 △10,000

自己株式の取得による支出 △0 △0

配当金の支払額 △1,139 △1,217

財務活動によるキャッシュ・フロー △46,028 △19,878

現金及び現金同等物に係る換算差額 － －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △17,398 1,566

現金及び現金同等物の期首残高 17,888 489

現金及び現金同等物の期末残高 ※1  489 ※1  2,056



 該当事項はありません。  

   

（５）継続企業の前提に関する注記

（６）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目 
前連結会計年度

（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事

項 

(1)連結子会社の数  ３社 

連結子会社名 

テクノレント㈱ 

リクレス債権回収㈱ 

東京ビジネスレント㈱ 

(1)連結子会社の数  ３社 

連結子会社名 

テクノレント㈱ 

リクレス債権回収㈱ 

東京ビジネスレント㈱ 

  (2)非連結子会社はありません。 同左 

２．持分法の適用に関する

事項 

持分法の適用となる関連会社はありませ

ん。 

同左 

３．連結子会社の事業年度

等に関する事項 

連結子会社の事業年度の末日は、連結決

算日と一致しております。 

同左 

４．会計処理基準に関する

事項 

    

(1)重要な資産の評価基準

及び評価方法 

①有価証券 

ａ．その他の有価証券 

・時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価は移動平

均法により算定）によっておりま

す。 

①有価証券 

ａ．その他の有価証券 

・時価のあるもの 

同左 

  ・時価のないもの 

移動平均法による原価法によって

おります。 

・時価のないもの 

同左 

  ②デリバティブ取引 

時価法によっております。 

②デリバティブ取引 

同左 

(2)重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

①有形固定資産 

ａ．賃貸資産 

・リース資産 

リース期間を償却年数とし、リー

ス期間満了時の処分見積価額を残

存価額とする定額法によっており

ます。 

①有形固定資産 

ａ．賃貸資産 

・リース資産 

同左 

  ・レンタル資産 

経済的、機能的な実情を勘案した

合理的な償却年数に基づく定額法

によっております。なお、主なレ

ンタル資産である事務用機器の償

却年数は２～５年であります。 

・レンタル資産 

同左 

  ｂ．社用資産 

定率法を採用しております。 

主な耐用年数は次のとおりでありま

す。 

建物    ３年～47年 

車両運搬具 ５年～６年 

器具備品  ３年～６年 

ｂ．社用資産 

同左 



  

項目 
前連結会計年度

（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

  ②無形固定資産 

ａ．賃貸資産 

リース期間を償却年数とし、リース

期間満了時の処分見積価額を残存価

額とする定額法によっております。 

②無形固定資産 

ａ．賃貸資産 

同左 

  ｂ．ソフトウェア 

自社利用のソフトウェアは、社内に

おける利用可能期間（５年）に基づ

く定額法によっております。 

ｂ．ソフトウェア 

同左 

(3)重要な繰延資産の処理

方法 

 社債発行費については支払時に全額費

用処理しております。 

同左 

(4)重要な引当金の計上基

準 

①貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率、

貸倒懸念及び破産・更生債権について

は財務内容評価法によっております。 

①貸倒引当金 

同左 

  ②賞与引当金 

従業員の賞与の支給に備えるため、支

給見積額のうち、当連結会計年度に対

応する負担額を計上しております。 

②賞与引当金 

 同左  

  ③役員賞与引当金 

役員の賞与の支給に備えるため、支給

見積額のうち、当連結会計年度に対応

する負担額を計上しております。 

③役員賞与引当金 

 同左 

  ④退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当連

結会計年度末における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基づき、当連結

会計年度末において発生していると認

められる額を計上しております。 

過去勤務債務は、その発生時の従業員

の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（15年）による定額法により費用処理

しております。 

数理計算上の差異は、各連結会計年度

の発生時における従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数（15年）によ

る定額法により按分した額をそれぞれ

発生の翌連結会計年度から費用処理す

ることとしております。 

④退職給付引当金 

         同左 

  

  （会計方針の変更） 

当連結会計年度より、「「退職給付に

係る会計基準」の一部改正（その

３）」（企業会計基準第19号 平成20 

年７月31日）を適用しております。 

なお、これによる営業利益、経常利益

及び税金等調整前当期純利益に与える

影響はありません。 

      ────── 



項目 
前連結会計年度

（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

(5)重要なヘッジ会計の方

法 

①ヘッジ会計の方法 

当社のヘッジ会計の方法は、当社の一

部の資産・負債について、繰延ヘッ

ジ、あるいは特例処理の要件を充たす

ものについて金利スワップの特例処理

を行っております。 

①ヘッジ会計の方法 

同左  

  ②ヘッジ手段とヘッジ対象 

ａ．ヘッジ手段 

金利スワップ取引、 

及び金利オプション取引 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

ａ．ヘッジ手段 

同左  

  ｂ．ヘッジ対象 

借入金、社債、コマーシャル・ペ

ーパー、営業貸付金等 

ｂ．ヘッジ対象 

同左  

  ③ヘッジ方針 

当社は、長期確定の運用取引であるリ

ース事業が中心であるため、このリー

ス資産購入のために調達する資金の変

動金利支払に対して、金利変動リスク

を一定、またはある範囲内に限定する

ヘッジ目的で、金利スワップ・金利オ

プションを利用しております。 

③ヘッジ方針 

同左  

  ④ヘッジ有効性評価の方法 

特例処理によっている金利スワップに

ついては、有効性の評価を省略してお

ります。 

④ヘッジ有効性評価の方法 

同左  

  ⑤その他 

当社のデリバティブ取引は、取締役会

で定められた社内規定に基づき厳格に

執行・管理されております。デリバテ

ィブ取引は財務本部が行っており、取

締役会で承認された管理規定の範囲内

で担当執行役員が承認権限を有してお

ります。 

デリバティブ取引の取組状況や評価損

益・リスク量等については、毎月経営

者層で構成されるＡＬＭ委員会に報告

しております。 

内部管理体制については、財務本部内

において執行担当者と事務管理担当者

の分離を明確にしております。事務管

理担当者は、取引の都度、執行担当者

からの取引報告と契約先から直接送付

されてくる明細を照合し、取引内容の

確認を行っております。 

⑤その他 

同左  



項目 
前連結会計年度

（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

(6）重要な収益及び費用

の計上基準 

ファイナンス・リース取引に係る売上高

及び売上原価の計上基準 

リース料を収受すべき時に売上高と売上

原価を計上する方法によっております。 

ファイナンス・リース取引に係る売上高

及び売上原価の計上基準 

同左 

(7）連結キャッシュ・フ

ロー計算書における

資金の範囲 

────── 手許現金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の変

動について僅少なリスクしか負わない取

得日から３ヶ月以内に償還期限の到来す

る短期投資からなっております。 

(8）その他連結財務諸表

作成のための重要な

事項 

①未収賃貸債権 

新たなリース契約の締結に伴う旧リー

ス物件の合意解約時における債権残高

は、未収賃貸債権として表示しており

ます。なお、当該債権額は新リース契

約の期間にわたって回収されます。 

①未収賃貸債権 

同左 

  ②その他の営業貸付債権及び支払引受債

務 

その他の営業貸付債権及び支払引受債

務は、ファクタリング事業に係る未収

金及び未払金であります。 

②その他の営業貸付債権及び支払引受債

務 

同左 

  ③消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税抜方式によ

っております。 

③消費税等の会計処理 

同左 

５．連結子会社の資産及び

負債の評価に関する事

項 

連結子会社の資産及び負債の評価につい

ては、全面時価評価法を採用しておりま

す。 

────── 

６．連結キャッシュ・フロ

ー計算書における資金

の範囲 

手許現金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の変

動について僅少なリスクしか負わない取

得日から３ヶ月以内に償還期限の到来す

る短期投資からなっております。 

────── 



（７）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

────── （資産除去債務に関する会計基準） 

当連結会計年度より、「資産除去債務に関する会計基

準」（企業会計基準第18号 平成20年３月31日）及び

「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を適用して

おります。 

これにより、当連結会計年度の営業利益、経常利益が

それぞれ９百万円減少し、税金等調整前当期純利益が69

百万円減少しております。 

（８）表示方法の変更

前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

────── （連結損益計算書関係） 

当連結会計年度より「連結財務諸表に関する会計基

準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づ

く「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則

等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日 内

閣府令第５号）を適用し、「少数株主損益調整前当期純

利益」の科目を表示しております。 

（９）追加情報

前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

────── 当連結会計年度より「包括利益の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第25号 平成22年６月30日）を適用

しております。ただし、「その他の包括利益累計額」及

び「その他の包括利益累計額合計」の前連結会計年度の

金額は、「評価・換算差額等」及び「評価・換算差額等

合計」の金額を記載しております。 



当連結会計年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

※１ 当連結会計年度の直前連結会計年度における包括利益 

  

※２ 当連結会計年度の直前連結会計年度におけるその他の包括利益 

（10）注記事項

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度 
（平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成23年３月31日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 ※１．有形固定資産の減価償却累計額 

賃貸資産 百万円23,247

社用資産 百万円1,531

賃貸資産 百万円23,595

社用資産 百万円1,595

※２．リース・割賦販売契約等に基づく預り手形 ※２．リース・割賦販売契約等に基づく預り手形 

リース債権及びリース投

資資産 

百万円4,978

割賦債権 百万円9,345

リース債権及びリース投

資資産 

百万円3,944

割賦債権 百万円7,775

※３．担保に供している資産 ※３．担保に供している資産 

リース投資資産に係るリ

ース料債権部分 

百万円698 リース投資資産に係るリ

ース料債権部分 

百万円626

 上記について、１年内返済予定の長期借入金 百

万円、長期借入金 百万円の担保に供しておりま

す。 

200

501

 上記について、１年内返済予定の長期借入金 百

万円、長期借入金 百万円の担保に供しておりま

す。 

211

416

４．保証債務 

 金融機関から企業への貸出に対する保証、企業の売

掛金回収に対する保証を行っております。 

４．保証債務 

 金融機関から企業への貸出に対する保証、企業の売

掛金回収に対する保証を行っております。 

法人他186件 百万円183 法人７件 百万円45

※５．資産の金額から直接控除している見積処分損相当額 ※５．資産の金額から直接控除している見積処分損相当額

リース投資資産 百万円4,505 リース投資資産 百万円1,085

   リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有権

移転外ファイナンス・リース取引において、顧客の事

故等のために将来のリース債権の回収が困難と見込ま

れるリース投資資産の見積処分損相当額について、当

連結会計年度末リース投資資産残高に過去の処分損の

実績に基づき金額を算定し、計上しております。 

   リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有権

移転外ファイナンス・リース取引において、顧客の事

故等のために将来のリース債権の回収が困難と見込ま

れるリース投資資産の見積処分損相当額について、当

連結会計年度末リース投資資産残高に過去の処分損の

実績に基づき金額を算定し、計上しております。 

※６．リース債権流動化に伴う劣後信託受益権でありま

す。  

※６．同左 

７．当社グループは、運転資金の効率的な調達を行うた

め、取引銀行３行と当座貸越契約及び貸出コミットメ

ント契約を締結しております。これらの契約に基づく

当連結会計年度末の借入未実行残高は次のとおりであ

ります。 

７．当社グループは、運転資金の効率的な調達を行うた

め、取引銀行17行と当座貸越契約及び貸出コミットメ

ント契約を締結しております。これらの契約に基づく

当連結会計年度末の借入未実行残高は次のとおりであ

ります。 

当座貸越極度額及び 

貸出コミットメント総額 
百万円116,000

借入実行残高 百万円469

差引額 百万円115,530

当座貸越極度額及び 

貸出コミットメント総額 
百万円138,000

借入実行残高 百万円－

差引額 百万円138,000

（連結包括利益計算書関係）

親会社株主に係る包括利益 百万円6,674

少数株主に係る包括利益 百万円37

計 百万円6,711

その他有価証券評価差額金 百万円19

計 百万円19



前連結会計年度（自平成21年４月１日 至平成22年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加231株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

  

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

該当事項はありません。 

３．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

（連結株主資本等変動計算書関係）

  
前連結会計年度末
株式数（株） 

当連結会計年度増
加株式数（株） 

当連結会計年度減
少株式数（株） 

当連結会計年度末
株式数（株） 

発行済株式         

普通株式  31,243,223  －  －  31,243,223

合計  31,243,223  －  －  31,243,223

自己株式         

普通株式  25,643  231  －  25,874

合計  25,643  231  －  25,874

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日

平成21年６月18日 

定時株主総会 
普通株式  577  18.5 平成21年３月31日 平成21年６月19日 

平成21年10月22日 

取締役会 
普通株式  561  18.0 平成21年９月30日 平成21年12月４日 

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

配当の原資
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日

平成22年６月18日 

定時株主総会 
普通株式  624 利益剰余金  20.0 平成22年3月31日 平成22年６月21日



当連結会計年度（自平成22年４月１日 至平成23年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加90株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

  

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

該当事項はありません。 

３．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

    次のとおり、決議を予定しております。  

  
前連結会計年度末
株式数（株） 

当連結会計年度増
加株式数（株） 

当連結会計年度減
少株式数（株） 

当連結会計年度末
株式数（株） 

発行済株式         

普通株式  31,243,223  －  －  31,243,223

合計  31,243,223  －  －  31,243,223

自己株式         

普通株式  25,874  90  －  25,964

合計  25,874  90  －  25,964

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日

平成22年６月18日 

定時株主総会 
普通株式  624  20.0 平成22年３月31日 平成22年６月21日 

平成22年10月22日 

取締役会 
普通株式  593  19.0 平成22年９月30日 平成22年12月３日 

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

配当の原資
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日

平成23年６月17日 

定時株主総会 
普通株式  624 利益剰余金  20.0 平成23年3月31日 平成23年６月20日

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

※１．現金及び現金同等物の期末残高は、連結貸借対照表

の現金及び預金と同額であります。 

※１．同左 



前連結会計年度（自平成21年４月１日 至平成22年３月31日） 

（注）１．事業の区分は、主たる営業取引の種類により区分しております。 

２．各事業区分の主要品目 

①賃貸・割賦事業 

事務用・情報関連機器、医療機器、印刷・工作機械・計測器等のファイナンス・リース、オペレー

ティング・リース、割賦・クレジット（賃貸取引の満了・中途解約に伴う物件売却を含む） 

②金融サービス事業 

ビジネスローン・業界特化型融資・住宅ローン・マンションローン等の貸付、及び請求書発行・売

掛金回収等の代行サービス 

③その他の事業 

リコーグループ会社への融資、リコーグループのファクタリング、計測・校正・機器点検等の受託

技術サービス 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、販売費及び一般管理費の

うち、管理部門（総務、人事、経理等）に係る費用８億92百万円であります。 

４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の主なものは、現金及び預金、長期投資資金（投

資有価証券）及び管理部門に係る資産等77億80百万円であります。 

５．資本的支出には、長期前払費用が含まれております。 

  

 前連結会計年度において、当社及び連結子会社は、本邦以外の国または地域に所在する連結子会社及び在外支

店がないため、該当事項はありません。 

 前連結会計年度において、海外売上高がないため、該当事項はありません。 

  

（セグメント情報等）

ａ．事業の種類別セグメント情報

  賃貸・割賦
事業 
(百万円) 

金融サービ
ス事業 
(百万円) 

その他の事
業 
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は全
社 
(百万円) 

連結
(百万円) 

Ⅰ売上高及び営業損益             

売上高             

(1)外部顧客に対する売上高  223,682  4,065  823  228,570  －  228,570

(2)セグメント間の内部売上

高又は振替高 
 －  －  －  －  －  －

計  223,682  4,065  823  228,570  －  228,570

営業費用  213,120  2,373  672  216,167  892  217,060

営業利益  10,561  1,691  150  12,403  △892  11,510

Ⅱ資産、減価償却費及び資

本的支出 
            

資産  528,237  67,704  20,807  616,750  7,780  624,530

減価償却費  5,846  －  －  5,846  612  6,459

資本的支出  4,499  －  －  4,499  324  4,823

ｂ．所在地別セグメント情報

ｃ．海外売上高



当連結会計年度（自平成22年４月１日  至平成23年３月31日） 

１．報告セグメントの概要 

当社の報告セグメントは、取締役会が経営資源の配分の決定及び業績を評価するために定期的に検討を

行う対象となっているものであります。 

当社は、お客様の幅広い設備導入ニーズにお応えするための「リース・割賦」事業と、金融面に関する

課題解決にお応えするための「金融サービス」事業に区分管理し、事業活動を展開しております。報告セ

グメントは「リース・割賦」「金融サービス」としております。 

「リース・割賦」セグメントは、事務用・情報関連機器、医療機器、印刷・工作機械・計測器等のファ

イナンス・リース、オペレーティング・リース、割賦・クレジット（賃貸取引の満了・中途解約に伴う物

件売却等を含む）を行っております。「金融サービス」セグメントは、ビジネスローン・業界特化型融

資・住宅ローン・マンションローン等の貸付、及び請求書発行・売掛金回収等の代行サービスを行ってお

ります。 

  

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法 

 報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事

項」における記載と同一であります。 

  

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報 

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、リコーグループ会社への融

資、リコーグループのファクタリング、計測・校正・機器点検等の受託技術サービス等を含んでおりま

す。  

  

４．報告セグメント合計額と連結財務諸表計上額との差額及び当該差額の主な内容（差異調整に関する事

項） 

ｄ．セグメント情報

  （単位：百万円）

  

報告セグメント
その他 
（注） 

合計
リース・割賦 金融サービス 計

売上高  

外部顧客への売上高  224,451  4,339  228,791  945  229,736

セグメント間の内部売上高

又は振替高 
－ － － － － 

計  224,451  4,339  228,791  945  229,736

セグメント利益  10,962  1,932  12,894  189  13,083

セグメント資産   515,998  76,099  592,097  20,796  612,894

その他の項目  

 減価償却費  5,802  162  5,965  29  5,995

有形固定資産及び無形固定

資産の増加額 
 5,814  231  6,046  42  6,089

  （単位：百万円）

売上高 金額

報告セグメント計  228,791

「その他」の区分の売上高  945

連結財務諸表の売上高  229,736



  

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。  

（注）全社資産は、主に報告セグメントに帰属しない預金等であります。 

（注）調整額は全社資産にかかるものであります。 

（追加情報） 

当連結会計年度より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21年３月27

日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 平成20年３

月21日）を適用しております。  

当連結会計年度（自平成22年４月１日  至平成23年３月31日） 

１．製品及びサービスごとの情報 

  

２．地域ごとの情報 

(1）売上高 

 本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

  

(2）有形固定資産 

 本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、

記載を省略しております。 

  

３．主要な顧客ごとの情報 

 外部顧客への売上高のうち連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載を省略

しております。 

  （単位：百万円）

利益 金額

報告セグメント計  12,894

「その他」の区分の利益  189

全社費用（注）  △835

連結財務諸表の営業利益  12,248

  （単位：百万円）

資産 金額

報告セグメント計  592,097

「その他」の区分の資産  20,796

全社資産（注）  4,214

連結財務諸表の資産合計  617,109

（単位：百万円）

その他の項目
報告セグメン
ト計 

その他 調整額（注）
連結財務諸表
計上額 

減価償却費  5,965  29  59  6,054

有形固定資産及び無形
固定資産の増加額  6,046  42  30  6,120

ｅ．関連情報

（単位：百万円）

  リース・割賦 金融サービス その他 合計 

外部顧客への売上高  224,451  4,339  945  229,736



当連結会計年度（自平成22年４月１日  至平成23年３月31日） 

 該当事項はありません。  

  

当連結会計年度（自平成22年４月１日  至平成23年３月31日） 

 該当事項はありません。  

  

当連結会計年度（自平成22年４月１日  至平成23年３月31日） 

 該当事項はありません。  

ｆ．報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報

ｇ．報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報

ｈ．報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報



 （注） １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（１株当たり情報）

前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

１株当たり純資産額 円 3,070.17

１株当たり当期純利益 円 213.17

１株当たり純資産額 円 3,256.18

１株当たり当期純利益 円 224.92

 なお、潜在株式調整後1株当たり当期純利益について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後1株当たり当期純利益について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  
前連結会計年度

(自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日) 

当期純利益（百万円）  6,654  7,021

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る当期純利益（百万円）  6,654  7,021

普通株式の期中平均株式数（千株）  31,217  31,217

（重要な後発事象）

前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

該当事項はありません。 該当事項はありません。 



５．個別財務諸表 
（１）貸借対照表 

（単位：百万円）

前事業年度 
(平成22年３月31日) 

当事業年度 
(平成23年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 445 2,014

割賦債権 39,845 45,037

未収賃貸債権 36,727 35,682

リース債権 16,542 23,348

リース投資資産 413,657 394,761

営業貸付金 78,152 81,262

その他の営業貸付債権 15,128 17,362

その他の営業資産 5,675 4,890

賃貸料等未収入金 9,987 8,139

前払費用 807 611

繰延税金資産 2,304 4,201

未収収益 61 42

未収入金 1,047 994

その他 2,545 2,950

貸倒引当金 △9,135 △15,014

流動資産合計 613,793 606,284

固定資産   

有形固定資産   

賃貸資産   

賃貸資産 4,314 4,339

賃貸資産合計 4,314 4,339

社用資産   

建物 266 244

車両 19 35

器具備品 306 351

土地 5 5

社用資産合計 597 636

有形固定資産合計 4,911 4,975

無形固定資産   

賃貸資産 4 84

賃貸資産合計 4 84

その他の無形固定資産   

ソフトウエア 1,813 1,778

電話加入権 0 0

その他の無形固定資産合計 1,813 1,778

無形固定資産合計 1,817 1,863



（単位：百万円）

前事業年度 
(平成22年３月31日) 

当事業年度 
(平成23年３月31日) 

投資その他の資産   

投資有価証券 743 748

関係会社株式 653 653

出資金 0 0

長期前払費用 793 521

繰延税金資産 141 47

その他 603 585

投資その他の資産合計 2,934 2,555

固定資産合計 9,664 9,395

資産合計 623,457 615,679

負債の部   

流動負債   

支払手形 289 445

買掛金 16,408 16,246

短期借入金 82,973 89,486

関係会社短期借入金 42,598 57,674

1年内返済予定の長期借入金 74,200 67,711

1年内返済予定の関係会社長期借入金 30,000 40,000

1年内償還予定の社債 9,999 －

コマーシャル・ペーパー 29,000 －

支払引受債務 25,280 27,392

リース債務 310 264

未払金 2,135 2,279

未払費用 1,015 925

未払法人税等 2,134 4,711

賃貸料等前受金 3,514 3,569

預り金 3,584 3,862

前受収益 25 28

割賦未実現利益 3,887 3,775

賞与引当金 551 573

役員賞与引当金 15 15

流動負債合計 327,926 318,962

固定負債   

社債 55,000 75,000

長期借入金 102,001 87,216

関係会社長期借入金 40,000 30,000

リース債務 899 741

退職給付引当金 278 300

受取保証金 1,869 2,246

その他の固定負債 21 12

固定負債合計 200,070 195,516

負債合計 527,997 514,479



（単位：百万円）

前事業年度 
(平成22年３月31日) 

当事業年度 
(平成23年３月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 7,896 7,896

資本剰余金   

資本準備金 10,159 10,159

その他資本剰余金 0 0

資本剰余金合計 10,160 10,160

利益剰余金   

利益準備金 284 284

その他利益剰余金   

別途積立金 69,045 74,045

繰越利益剰余金 7,985 8,722

利益剰余金合計 77,315 83,051

自己株式 △45 △46

株主資本合計 95,326 101,062

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 134 137

評価・換算差額等合計 134 137

純資産合計 95,460 101,200

負債純資産合計 623,457 615,679



（２）損益計算書 

（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

売上高   

リース売上高 207,938 205,203

割賦売上高 10,748 14,364

ファイナンス収益 2,047 2,017

受取手数料 2,085 2,369

その他の売上高 203 219

売上高合計 223,023 224,173

売上原価   

リース原価 181,515 177,995

割賦原価 9,691 13,217

資金原価 3,910 3,154

その他の売上原価 1,237 1,388

売上原価合計 196,355 195,755

売上総利益 26,667 28,418

販売費及び一般管理費   

支払手数料 2,153 2,496

従業員給料及び手当 2,988 3,038

従業員賞与 474 580

賞与引当金繰入額 551 573

役員賞与引当金繰入額 15 15

貸倒引当金繰入額 5,295 5,665

減価償却費 863 822

賃借料 689 672

その他 2,449 2,705

販売費及び一般管理費合計 15,481 16,570

営業利益 11,186 11,847

営業外収益   

受取配当金 18 110

投資有価証券売却益 7 －

その他 13 28

営業外収益合計 39 138

営業外費用   

支払利息 35 25

社債発行費 157 64

その他 17 17

営業外費用合計 209 106

経常利益 11,016 11,879

特別損失   

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 30

特別損失合計 － 30

税引前当期純利益 11,016 11,849

法人税、住民税及び事業税 4,400 6,699

法人税等調整額 111 △1,804

法人税等合計 4,511 4,895

当期純利益 6,504 6,954



（３）株主資本等変動計算書 

（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 7,896 7,896

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 7,896 7,896

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 10,159 10,159

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 10,159 10,159

その他資本剰余金   

前期末残高 0 0

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 0 0

利益剰余金   

利益準備金   

前期末残高 284 284

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 284 284

その他利益剰余金   

別途積立金   

前期末残高 64,545 69,045

当期変動額   

別途積立金の積立 4,500 5,000

当期変動額合計 4,500 5,000

当期末残高 69,045 74,045

繰越利益剰余金   

前期末残高 7,121 7,985

当期変動額   

別途積立金の積立 △4,500 △5,000

剰余金の配当 △1,139 △1,217

当期純利益 6,504 6,954

当期変動額合計 864 736

当期末残高 7,985 8,722



（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

利益剰余金合計   

前期末残高 71,950 77,315

当期変動額   

別途積立金の積立 － －

剰余金の配当 △1,139 △1,217

当期純利益 6,504 6,954

当期変動額合計 5,364 5,736

当期末残高 77,315 83,051

自己株式   

前期末残高 △45 △45

当期変動額   

自己株式の取得 △0 △0

当期変動額合計 △0 △0

当期末残高 △45 △46

株主資本合計   

前期末残高 89,962 95,326

当期変動額   

剰余金の配当 △1,139 △1,217

当期純利益 6,504 6,954

自己株式の取得 △0 △0

当期変動額合計 5,364 5,736

当期末残高 95,326 101,062

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 115 134

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 18 3

当期変動額合計 18 3

当期末残高 134 137

純資産合計   

前期末残高 90,077 95,460

当期変動額   

剰余金の配当 △1,139 △1,217

当期純利益 6,504 6,954

自己株式の取得 △0 △0

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 18 3

当期変動額合計 5,382 5,739

当期末残高 95,460 101,200



 該当事項はありません。  

   

１．代表取締役の異動 

該当事項はありません。   

     

２．その他の役員の異動 

・退任予定取締役 

取締役    畠中 健二   

  

・新任監査役候補 

監査役      重山 荘平 

  

・辞任予定監査役 

常勤監査役  宮野 美晴  

   

３．異動予定日 

   平成23年６月17日 

（４）継続企業の前提に関する注記

６．その他

役員の異動
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